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令和６年度改定事項について
今年度は、介護保険制度改正により運営基準や介護報酬改定がありましたの
で、改定事項に係る資料を掲載します。
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　　※本資料は、厚生労働省作成の資料「令和６年度介護報酬改定における
改定事項について」及び関連する解釈通知や留意事項通知等を抜粋して
編集しています。

解釈通知について、「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」（平成11年９
月17日老企第25号厚生省老人保健福祉局企画課長通知。以下「老企第25号」という。）を参照することとなっ
ているものについては、老企第25号の内容を記載します。
留意事項通知について、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療
養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に
伴う実施上の留意事項について」（平成12 年３月１日老企第36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知。以下
「老企第36号」という。）」を参照することとなっているものについては、老企第36号の内容を記載します。

※これらの場合「訪問介護」とあるのは「訪問型サービス」と、「都道府県知事」とあるのは「伊勢市長」と、ま
た文書保存年限について「２年間」とあるのは「５年間」とそれぞれ読み替えてください。

＜解釈通知＞
介護保険法施行規則第140条の63の6第1号に規定する厚生労働大臣が定める基準について
（令和6年3月15日老認発0315 第4号厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長通知）

＜留意事項通知＞
介護保険法施行規則第 140条の63の2第1項第1に規定する厚生労働大臣が定める基準の制定
に伴う実施上の留意事項について（令和３年３月19日老認発0319第３号厚生労働省老健局認知症施
策・地域介護推進課長通知）



１　全サービス共通

5



6

①　人員配置基準における両立支援への配慮

＜参考＞厚生労働省ホームページ＿治療と仕事の両立ガイドライン

https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp/fuideline/
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②　管理者の責務及び兼務範囲の明確化等

＜解釈通知【第3_1】　※老企第25号【第3_一_1(3)②】＞
　同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に
従事する場合であって、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事す
る時間帯も、当該指定訪問介護事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を
適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じないとき
に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合（この場合の
他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰
であると個別に判断される場合や、併設される入所施設において入所者に対し
サービス提供を行う看護・介護職員と兼務する場合（施設における勤務時間が
極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の緊急時において管理者自身
が速やかに当該指定訪問介護事業所又は利用者へのサービス提供の現場に駆
け付けることができない体制となっている場合などは、管理業務に支障があると
考えられる。）
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③　いわゆるローカルルールについて

＜令和6年度介護報酬改定に関するＱ&Ａ Vol.１）（令和６年３月15日）＞
○人員配置基準等に関するいわゆるローカルルール

問183 人員配置基準等に関するいわゆるローカルルールについて、どのような取扱いとするべきか。

（答）
・介護保険法上、介護事業所・施設等が介護保険サービスを提供するためには、自治体が条例で定めた基
準を満たすものとして、都道府県等からの指定を受ける必要がある。自治体が条例を制定・運用するに当
たっては、①従うべき基準、②標準、③参酌すべき基準に分けて定められる国の基準（省令）を踏まえる必要
がある。
・このうち人員配置基準等については、①従うべき基準に分類されている。したがって、自治体は、厚生労働省
令で定められている人員配置基準等に従う範囲内で、地域の実情に応じた条例の制定や運用が可能であ
る一方、こうしたいわ ゆるローカルルールについては、あくまでも厚生労働省令に従う範囲内で地域の実情
に応じた内容とする必要がある。
・そのため、いわゆるローカルルールの運用に当たり、自治体は、事業者から説明を求められた場合には、当
該地域における当該ルールの必要性を説明できるようにする必要がある。
・また、いわゆるローカルルールの中でも特に、管理者の兼務について、個別の事業所の実態を踏まえず一律
に認めないとする取扱いは適切でない。



9

④　「書面掲示」規制の見直し

＜解釈通知【第3_1】　※老企第25号【第3_一_3(24)①】＞
ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことをいう。な
お、指定訪問介護事業者は、重要事項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあたり、次に
掲げる点に留意する必要がある。

　　　イ 事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申込者、利用
者又はその家族に対して見やすい場所のことであること。

　　　ロ 訪問介護員等の勤務体制については、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する趣旨で
あり、訪問介護員等の氏名まで掲示することを求めるものではないこと。

　　　ハ 介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第140条の44各号に掲げる基
準に該当する指定訪問介護事業所については、介護サービス情報制度における報告
義務の対象ではないことから、基準省令第32条第３項の規定によるウェブサイトへの
掲載は行うことが望ましいこと。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない場合も、同条第１
項の規定による掲示は行う必要があるが、これを同条第２項や居宅基準第217条第１
項の規定に基づく措置に代えることができること。



２　サービス別改定事項
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○総合事業（第１号）訪問型サービス

① 訪問型サービスの基本報酬の見直し

② 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入

③ 高齢者虐待防止の推進

④ 身体的拘束等の適正化の推進

⑤ 口腔管理に係る連携の強化

⑥ 介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介
護職員等ベースアップ等支援加算の一本化

⑦ テレワークの取扱い

⑧ 同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬の見直し

⑨ 特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山
間地域に居住する者へのサービス提供加算の対象地域の明
確化

⑩ 特別地域加算の対象地域の見直し
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①　訪問型サービスの基本報酬の見直し _1

種別 区分
改定前 改定後

区分 単位数 区分 単位数

訪
問
介
護
相
当
サ
ー
ビ
ス

１週当たりの
標準的な回数
を定める場合
（１月あたり）

週1回程度
（月5回）

1,176単位/
月 週1回程度 1,176単位/月

週2回程度
（月9～10回）

2,349単位/
月 週2回程度 2,349単位/月

週2回超
（月13～15回）

3,727単位/
月 週2回超 3,727単位/月

1月当たりの
回数を定める
場合
（１回あたり）

月4回まで 268単位/回
標準的な内容
（60分程度）

287単位/回月8回まで 272単位/回

月12回まで 287単位/回

（新設）

生
活
援
助
中
心

20分以上
45分未満

179単位/回

45分以上
220単位/回

短時間の
身体介護中心

163単位/回

【概要】（訪問介護相当サービス）
1月当たりの回数を定める場合について、提供するサービスの内容に応じて、
１回当たりの単位を設定する。
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①　訪問型サービスの基本報酬の見直し _1

【概要】（くらし応援サービス【訪問型サービスA1】）

提供するサービス（生活援助サービス）を勘案し、訪問介護相当サービスに
準じた報酬体系に見直す。

種
別

区分
改定前 改定後

区分 単位数 区分 単位数

く
ら
し
応
援
サ
ー
ビ
ス

１月あたりの回
数を定める場合
（１月あたり）

30分未満
（月9回）

1,089単位/月

（廃止）

30分未満
（月10回）

1,210単位/月

30分以上
60分まで
（月9回）

2,052単位/月

30分以上
60分まで
（月10回）

2,280単位/月

1月当たりの回
数を定める場合
（１回あたり）

30分未満
（月8回まで）

121単位/回
20分以上
45分未満

179単位/回

30分以上
60分まで

228単位/回 45分以上 220単位/回



13

② 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入 _1
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② 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入 _2

＜留意事項通知【第3_２(4)】※老企第36号_第2_2(11)＞
　業務継続計画未策定減算については、指定居宅サービス等基準第30 
条の２第１項 （指定居宅サービス等基準第 39 条の３において準用する
場合を含む。） に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その
翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該
月）から基準を満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所
の利用者全員について、所定単位数から減算することとする。
　なお、経過措置として、令和７年３月31日までの間、当該減算は適用
しないが、義務となっていることを踏まえ、速やかに作成すること 。　
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③　高齢者虐待防止の推進 _1
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③　高齢者虐待防止の推進 _2

＜留意事項通知【第3_２の(3)】※老企第36号_第2_2(10)＞
　高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発
生した場合ではなく、指定居宅サービス基準第37条の２（指定居宅サービス等基
準第39条の３において準用する場合を含む。）に規定する措置を講じていない場
合に、利用者全員について所定単位数から減算することとなる。具体的には、高齢
者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催していない、高齢者
虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年１回以上
の研修を実施していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当
者を置いていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知事に提出
した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知
事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間
について、利用者全員について所定単位数から減算することとする。
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④　身体拘束等の適正化の推進

＜解釈通知【第3_3_1(2)④】＞
　緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件を満たすことについて、組織等と
してこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録しておくこと。
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⑤　口腔管理に係る連携の強化
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⑥　介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善
加算・介護職員等ベースアップ等支援加算の一本化 _1

（注）令和６年度末までの経過措置期間を設け、経過期間中は現行３加算の取得状況に基づく加算率を維持した上で、今般の改
定による加算率の引上げを受けことができるようにするなどの激変緩和措置を講じる。
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⑥　介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善
加算・介護職員等ベースアップ等支援加算の一本化 _2
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⑦　テレワークの取扱い
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⑧　訪問介護における同一建物等居住者に
サービス提供する場合の報酬の見直し _1
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⑧　訪問介護における同一建物等居住者に
サービス提供する場合の報酬の見直し _2
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⑧　訪問介護における同一建物等居住者に
サービス提供する場合の報酬の見直し _3

＜留意事項通知【第3_２の(5)】※老企第36号_第2_2(16)＞　
⑥ 　指定訪問介護の提供総数のうち、同一敷地内建物等に居住する利用者（指定訪問

介護事業所における1月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する
建物に居住する利用者を除く。以下同じ。）に提供されたものの占める割合が100分の
90以上である場合について

　　　　イ　判定期間と減算適用期間
指定訪問介護事業所は、毎年度２回、次の判定期間における当該事業所における指
定訪問介護の提供総数のうち、同一敷地内建物等に居住する利用者に提供されたも
のの占める割合が100分の90以上である場合は、次に掲げるところに従い、当該事
業所が実施する減算適用期間の同一敷地内建物等に居住する利用者に提供される 
指定訪問介護のすべてについて減算を適用する。
a. 判定期間が前期（３月１日から８月31日）の場合は、減算適用期間を10月１日

から３月31日までとする。
b. 判定期間が後期（９月１日から２月末日）の場合は、減算適用期間を４月１日か

ら９月30日までとする。
　なお、令和６年度については、ａの判定期間を４月１日から９月30日、減算適用期間
を11月１日から３月31日までとし、bの判定期間を10月１日から２月末日、減算適用
期間を令和７年度の４月１日から９月30日までとする。

（次ページへつづく）
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⑧　訪問介護における同一建物等居住者に
サービス提供する場合の報酬の見直し _4

＜留意事項通知【第3_２の(5)】※老企第36号_第2_2(16)＞（つづき）
　　　　ロ　判定方法

事業所ごとに、当該事業所における判定期間に指定訪問介護を提供した利用者の
うち、同一敷地内建物等に居住する利用者の占める割合を計算し、90％以上である
場合に減算する。
（具体的な計算式）事業所ごとに、次の計算式により計算し、90％以上である場合
に減算
（当該事業所における判定期間に指定訪問介護を提供した利用者のうち同一敷地
内建物等に居住する利用者数 （利用実人員 ））÷（当該事業所における判定期間
に指定訪問介護を提供した利用者数 （利用実人員）

　　　　ハ　算定手続
判定期間が前期の場合については９月15日までに、判定期間が後期の場合につい
ては３月15日までに、同一敷地内建物等に居住する者へサービス提供を行う指定
訪問介護事業所は、次に掲げる事項を記載した書類を作成し、算定の結果90％以
上である場合については当該書類を都道府県知事に提出することとする。なお、
90％以上でなかった場合についても、当該書類は、各事業所において２年間保存す
る必要がある。
a. 判定期間における指定訪問介護を提供した利用者の総数 （利用実人員）
b. 同一敷地内建物等に居住する利用者数 （利用実人員）
c. ロの算定方法で計算した割合
d. ロの算定方法で計算した割合が90％以上である場合であって正当な理由が

ある場合においては、その正当な理由
（次ページへつづく）
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⑧　訪問介護における同一建物等居住者に
サービス提供する場合の報酬の見直し _5

＜留意事項通知【第3_２の(5)】※老企第36号_第2_2(16)＞（つづき）
　　　　ニ　正当な理由の範囲

ハで判定した割合が90％以上である場合には、90％以上に至ったことについて正当な
理由がある場合においては、当該理由を都道府県知事に提出すること。なお、都道府県
知事が当該理由を不適当と判断した場合は減算を適用するものとして取り扱う。正当な
理由として考えられる理由を例示すれば次のようなものであるが、実際の判断に当たっ
ては、地域的な事情等も含め諸般の事情を総合的に勘案し正当な理由に該当するかど
うかを都道府県知事において適正に判断されたい。
a. 特別地域訪問介護加算を受けている事業所である場合。
b. 判定期間の１月当たりの延べ訪問回数が200回以下であるなど事業所が小規模

である場合
c. その他正当な理由と都道府県知事が認めた場合　　　　
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⑨　特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山
間地域に居住する者へのサービス提供加算の対象地域の明確化

※伊勢市内に該当する「過疎地域」はありません。
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⑩　特別地域加算の対象地域の見直し

※伊勢市内に該当する対象地域はありません。


